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１．障害者手帳  

１）身体障害者手帳                      

茨城県知事が発行し、身体に障がいのある方がさまざまな福祉サービスを利用するため

に必要な手帳です。障害の程度により１級から６級（内部障害は１級から４級）まであり

ます。 

 

＜必要なもの＞ 

 
個人番号
と身分証 印かん 写真※ 診断書※ 

既存の
手帳 

初めて交付申請するとき ○ ○ 2枚 ○  

再交付

申請 

障害の程度が変わったとき ○ ○ 1枚 ○ ○ 

障害が追加になったとき ○ ○ 1枚 ○ ○ 

手帳を紛失したとき ○ ○ 1枚   

手帳を破損したとき ○ ○ 1枚  ○ 

写真が劣化したとき 〇 〇 1枚  〇 

変更届 
住所が変わったとき ○ ○   ○ 

氏名が変わったとき ○ ○   ○ 

死亡、障害に該当しなくなったとき ○ ○   ○ 

保護者名が変わったとき 
（手帳所持者が15歳未満） 

○ ○   ○ 

※ 写真：タテ４㎝×ヨコ３㎝で、無帽、上半身、１年以内に撮影したもの（家庭用プリ

ンターで印刷した写真及びポラロイド写真は受け付けできません） 

※ 診断書：所定の身体障害者診断書・意見書(福祉介護課窓口にあります)で県の指定医

が作成したもの。ただし、診断書は記載されて３カ月以内のものに限ります。 

※ 村外へ転出したときは、転出先市町村の障害福祉窓口に手帳を持参して、居住地変更

の届出をしてください。 

※ 障がい者本人が障害を有しなくなったとき又は死亡したときは、速やかに手帳を返還

してください。 

対 象 者 
視覚、聴覚・平衡機能、音声・言語・そしゃく、肢体不自由、心臓、じん
臓、肝臓、呼吸器、ぼうこう・直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイルスによる

免疫機能に永続する障がいがある方 

窓  口 役場福祉介護課（申請書類は窓口にあります） 

手  続 下表を参照してください。 

備  考 
平成19年4月1日以降の新規手帳交付者のうち、一部の疾病による障がいの
方には再認定期間が設けられ、再交付申請が必要となります。 
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２）療育手帳                         

 茨城県知事が発行し、知的障がいのある方が様々な福祉サービスを利用するために必要

な手帳です。障害の程度により、○Ａ  (最重度)・Ａ(重度)・Ｂ(中度)・Ｃ(軽度)がありま

す。 

 

＜必要なもの＞ 

 印かん 写真※ 既存の手帳 

他都道府県から転入したとき（交付申請） ○ 1枚 ○ 

再交付

申請 

手帳を紛失したとき ○ 1枚  

手帳を破損したとき ○ 1枚 ○ 

記載欄余白がなくなったとき ○ 1枚 ○ 

変更届 
住所が変わったとき ○  ○ 

氏名が変わったとき ○  ○ 

死亡、障害に該当しなくなったとき ○  ○ 

※ 写真：タテ４㎝×ヨコ３㎝で、無帽、上半身、１年以内に撮影したもの（家庭用プリ

ンターで印刷した写真及びポラロイド写真は受け付けできません） 

※ 村外へ転出したときは、転出先の市町村障害福祉窓口に手帳を持参して、居住地変更

の届出をしてください。 

※ 障害に該当しなくなったときや死亡したときは、速やかに手帳を返還してください。 

 

  

対 象 者 児童相談所または県福祉相談センターで知的障害と判定された方 

必

要

書

類

等 

新規申請 
の場合 

児童相談所または県福祉相談センターへ判定の予約を入れてください。 

判定日にあわせて手帳の交付申請手続きをしてください。 

○窓口(問合せ) 

 〔満18歳以上〕茨城県福祉相談センター 

        電話：029-221-0800 FAX：029-221-0811 

 〔満18歳未満〕土浦児童相談所 

        電話：029-821-4595 FAX：029-822-0855 

新規以外 
の場合 

各種手続きは下表を参照してください。 
○窓口(問合せ) 役場福祉介護課 

再判定の 
場合 

児童相談所または県福祉相談センターへ再判定の予約をしてください。 
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３）精神障害者保健福祉手帳                  

 茨城県知事が発行し、精神の疾患により日常生活や社会生活に制約のある方が医療や福

祉サービスを受けやすくするために必要な手帳です。障害の程度により１級から３級まで

あります。 

 

＜必要なもの＞ 

 
個人番号

と身分証 
印かん 写真※ 診断書※ 

障害年金 

証書等※ 

既存の

手帳 

初めて交付申請するとき ○ ○ 1枚 （○）または（○）  

更新するとき ○ ○ 1枚 （○）または（○） ○ 

障害の程度が変わったとき ○ ○ 1枚 （○）または（○） ○ 

再交付

申請 

手帳を紛失したとき ○ ○ 1枚    

手帳を破損・汚損したとき ○ ○ 1枚   ○ 

変更届 
住所が変わったとき ○ ○    ○ 

氏名が変わったとき ○ ○    ○ 

死亡、障害に該当しなくなったと
き 

○ ○    ○ 

※ 写真：タテ４㎝×ヨコ３㎝で、無帽、上半身、１年以内に撮影したもの（家庭用プリ

ンターで印刷した写真及びポラロイド写真は受け付けられません） 

※ 診断書：所定の診断書で、初診日から６カ月を経過した日以後のもの(用紙は福祉介

護課窓口にあります) 

※ 年金証書等：精神の障害を理由に年金が支給されている場合、年金証書等の写し等

(年金証書番号が記載されている書類)と照会同意書により手続きを行うことができま

す。 

※ 村外へ転出したときは、転出先の市町村障害福祉窓口に手帳を持参して、居住地変更

の届出をしてください。 

※ 障がい者本人が障害を有しなくなったとき又は死亡したときは、速やかに手帳を返還

してください。 

 

 

対 象 者 精神の疾患により日常生活または社会生活に制約のある方 

窓  口 役場福祉介護課（申請書類は窓口にあります） 

手  続 下表を参照してください。 

有効期間 ２年 
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２．障がい者の手当等               

１）障害年金                          

○障害基礎年金 

国民年金に加入中、法令に定める障害の状態になった時に支給されます。ただし、初

診日において保険料の納付期間（一部納付・全額免除を含む）が加入期間の３分の２以

上なければ支給されません。（初診日において65歳未満であるときは、保険料の納付期

間が加入期間の３分の２未満でも初診日がある月の２カ月前までの直近１年間に保険料

の未納がなければ特例で支給されます。） 

 ○障害厚生年金 

  厚生年金に加入している間に初診日のある病気やケガで障害基礎年金の１級または２

級に該当する障害の状態になったときは、障害基礎年金に上乗せして障害厚生年金が支

給されます。また、障害の状態が２級に該当しない軽い程度の障害のときは、３級の障

害厚生年金が支給されます。 

 

２）特別障害者手当                       

身体、知的、精神に重複した重度の障害または著しく重度の障害を有し、日常生活にお

いて常時特別の介護を必要とする在宅の20歳以上の方に支給されます。 

対象者 支給月額 支給方法 

・障害基礎年金１級程度の障がいが重複している方 

・障害基礎年金１級程度の障がい１つと同２級程度

の障がいが２つ以上重複している方 

27,350円 
年4回（2･5･8･11月）
本人の銀行口座に振
り込まれます. 

支給制限 

・前年の同居世帯員等の所得が一定額以上の場合 

・福祉施設等に入所している場合 

・病院等に３カ月を越えて入院の場合 

窓  口 役場福祉介護課（認定に必要な申請書類は窓口にあります） 

必要書類等 
手帳、印かん、住民票（世帯全員）、戸籍謄本、所定の診断書、個人番号
がわかるもの、本人名義の通帳 

年金の額 
１級 977,125円（年額） 

２級 781,700円（年額） 

支給方法 2・4・6・8・10・12月の6回に分けて振り込まれます。 

窓  口 役場国保年金課又は土浦年金事務所（被保険者種類により異なります） 

備  考 
上記のほか、18歳未満の子（障がいのある子は20才未満）がいる場合は、
子の加算として第２子までは１人につき年額224,900円、第３子以降１人
につき年額75,000円がプラスされます。 
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３）障害児福祉手当                       

身体、知的または精神に重い障害があるために、日常生活において常時介護を必要とす

る20歳未満の重度障がい児に対し、満20歳に到達した月まで支給されます。 

対象者 支給月額 支給方法 

・身体障害者手帳１級程度で常時介護が必要な方 

・療育手帳○Ａ程度（ＩＱ20以下）の方または同程度

の精神障がいの方 

14,880円 
年4回（2･5･8･11月）
本人の銀行口座に振
り込まれます。 

支給制限 

・前年の同居世帯員等の所得が一定額以上の場合 

・福祉施設等に入所している場合 

・障害を支給事由とする年金を受給できる場合 

窓  口 役場福祉介護課（認定に必要な申請書類は窓口にあります） 

必要書類等 
手帳、印かん、住民票（世帯全員）、戸籍謄本、判定結果書（知的）、所
定の診断書（内科的疾患）、個人番号がわかるもの、本人名義の通帳 

 

４）特別児童扶養手当                      

身体、知的または精神に障がいを有する20歳未満の児童を家庭で養育している父母また

は養育者（保護者）に、児童が満20歳に到達した月まで支給されます。 

等級 対象者 支給月額 支給方法 

１級 

・身体障害者手帳１級・２級程度 

・療育手帳○Ａ・Ａ 

・精神又は重複する障がいであって上記と同程 

度の障がいのある児童（診断書が必要） 

52,500円 
年3回（4・

8・11月）

受給者の銀

行口座に振

り込まれま

す。 
２級 

・身体障害者手帳３級程度 

・療育手帳Ｂ（診断書が必要） 

・精神又は重複する障がいであって上記と同程 

度の障がいのある児童（診断書が必要） 

34,970円 

支給制限 

・前年の所得が一定額以上の場合（支給停止） 

・児童が児童福祉施設等に入所している場合 

・児童が障害を支給事由とする公的年金を受給できる場合 

窓  口 役場福祉介護課（認定に必要な申請書類は窓口にあります） 

必要書類等 
手帳、印かん、住民票（世帯全員）謄本、戸籍謄本、所定の診断書、個人
番号がわかるもの、障がい児の保護者（受給者）名義の通帳 
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５）美浦村在宅心身障害児福祉手当               

身体、知的または精神に障がいを有する20歳未満の障がい児を家庭で養育している父母

または養育者（保護者）に、障がい児が満20歳に到達した月まで村から支給されます。 

対象者 支給月額 支給方法 

・身体障害者手帳１級～３級又は４級の一部（下肢

障害に限る）の方 

・療育手帳○Ａ・Ａ・Ｂ程度の方（概ねＩＱ50以下） 

・内科的疾患（２級相当の障がい）又は身体障害者

手帳４級（下肢障害以外）に加え、概ねＩＱ60以

下の知的障がい又は精神障がいが重複する方 

・上記と同程度以上の精神障がいのある方 

3,000円 
年2回（9・3月）受給
者の銀行口座に振り

込みます。 

支給制限 
・福祉施設等に入所している場合 

・障害児福祉手当を受給している場合 

窓  口 役場福祉介護課（認定に必要な申請書類は窓口にあります） 

必要書類等 手帳、印かん、障がい児の保護者（受給者）名義の通帳 

 

６）美浦村難病患者支援費                   

医療費公費負担制度適用疾病となる難病にり患し、茨城県から指定難病医療費受給者証

または一般特定疾患医療受給者証を交付された方に村から支給されます。 

対象者 支給月額 支給方法 

茨城県から指定難病特定医療費受給者証または一般

特定疾患医療受給者証の交付を受けている方 
3,000円 

年2回（9・3月）本人

の銀行口座に振込 

支給制限 

・村に居住実態がない場合 

・生活保護等公的扶助を受給している場合 

・介護施設、福祉施設等に入所している場合 

・受給者証に記載された有効期間が支給期間に該当しない場合 

窓  口 役場福祉介護課 

必要書類等 
指定難病特定医療費受給者証または一般特定疾患医療受給者証、印かん、本
人名義（児童の場合は保護者名義）の通帳 
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７）心身障害者扶養共済制度                  

 保護者が加入者となって毎月一定の掛金を納入することにより、保護者が死亡または身

体に著しい障害を有することになった場合に、障がい者（児）に終身年金が支給される制

度です。 

加入者 

（保護者）

の要件 

・加入年の４月１日現在、年齢が65歳未満であること 

・特別の疾病又は障害がなく、生命保険契約の対象となる健康状態である

こと 

・障がいのある方に対して、加入できる保護者は１人であること 

対象となる 

障がい者 

・療育手帳を所持する方 

・身体障害者手帳１級～３級に該当する方 

・精神又は身体に永続的な障がいのある方で、上記の障がいと同程度の障

がいと認められる方 

掛金の額 
月額１口9,300円～23,300円（加入時の年齢により金額が異なります） 
※２口加入の場合は倍額 

年金の額 

月額20,000円（加入者が死亡または重度障害となった場合に請求により支
払われます） 
※加入期間が１年以上で、加入者が生存中に障がい者（児）が死亡した場合
には加入期間に応じて弔慰金が支払われます。 

窓  口 役場福祉介護課 

必要書類等 

手帳、印かん、住民票（保護者・障がい者(児)・年金管理者）、個人番号
がわかるもの、加入等申込書、障害証明書、申込者告知書、年金管理者指
定届書、その他に加入者が障がい者（児）を扶養していることがわかるも
の（戸籍謄本・課税証明書等）が必要な場合があります。 

 

★各種手当は申請し、認定されなければ支給されませんので、 

ご注意ください。 

 

  


